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規 則

高知県調理師法施行細則の一部を改正する規則をここに公布す

る。

令和 5年 9月22日

高知県知事　濵田　省司

高知県規則第102号

高知県調理師法施行細則の一部を改正する規則

高知県調理師法施行細則（昭和34年高知県規則第55号）の一部

を次のように改正する。

別記第 7号様式を次のように改める。

第第７７号号様様式式（第７条関係）

高知県収入証紙貼り付け箇所

年 月 日

高知県知事 様

申請者 郵便番号

住所

氏名
ふりがな

男・女

生年月日 年 月 日

電話番号

調理師免許証再交付申請書

調理師免許証の再交付を受けたいので、調理師法施行令第 条第１項及び第３項の規定

に基づき次のとおり申請します。

本籍地都道府県名（国
籍）

調理師名簿登録番号 第 号

調理師名簿登録年月日 年 月 日

申請理由 破った ・ 汚した ・ 失った

申請理由の発生年月日 年 月 日

旧姓併記の希望の有無 有 （旧姓： ） ・ 無

通称名併記の希望の有
無 有 （通称名： ） ・ 無

注 １ 「申請理由」欄は、該当するものを○で囲んでください。

２ 調理師免許証を破り、又は汚したときは、その調理師免許証を添えてください。

３ 調理師免許証の再交付を受けた後に失った調理師免許証を発見したときは、その

発見した調理師免許証を５日以内に返納してください。
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附　則

（施行期日）

1　この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

2　この規則による改正前の高知県調理師法施行細則別記第 7号

様式は、この規則による改正後の高知県調理師法施行細則の規

定にかかわらず、残品の限度で使用することができる。

高知県栄養士法施行細則の一部を改正する規則をここに公布す

る。

令和 5年 9月22日

高知県知事　濵田　省司

高知県規則第103号

高知県栄養士法施行細則の一部を改正する規則

高知県栄養士法施行細則（昭和41年高知県規則第 3号）の一部

を次のように改正する。

第 1条中「第 2条第 2項」を「次条第 2項」に改める。

別記第 1号様式を次のように改める。

別別記記

第第１１号号様様式式（第３条関係）

注 次の書類を添えてください。

１ 栄養士法第２条第１項に規定する養成施設において２年以上栄養士として必要な知

識及び技能を修得した者又は栄養士法及び栄養改善法の一部を改正する法律（昭和60

年法律第73号）附則第５条第１項に規定する者であることを証する書類

２ 戸籍謄本、戸籍抄本又は住民票の写し（住民基本台帳法第７条第５号に掲げる事項

（出入国管理及び難民認定法第19条の３に規定する中長期在留者又は日本国との平和

条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法に定める特別永

住者のときは、住民基本台帳法第30条の45に規定する国籍等）の記載のあるものに限

ります。）。ただし、出入国管理及び難民認定法第19条の３各号に掲げる者のとき

は、旅券その他の身分を証する書類の写し

年 月 日

高知県知事 様

申請者 郵便番号

住所

氏名
ふりがな

生年月日 年 月 日

性別 男 ・ 女

電話番号

栄養士免許申請書

栄養士法第２条第１項の規定により栄養士の免許を受けたいので、栄養士法施行令

第１条第１項の規定により次のとおり関係書類を添えて申請します。

本籍地都道府県名（国籍）

罰金以上の刑に処せられた
ことの有無並びに罰金以上
の刑に処せられたことがあ
る場合は、その罪、刑及び
刑の確定年月日

有 ・ 無

栄養士の業務に関し犯罪又
は不正の行為を行ったこと
の有無並びに当該業務に関
する犯罪又は不正の行為を
行ったことがある場合は、
その違反の事実及び年月日

有 ・ 無

栄養士免許証への旧姓併記
の希望の有無 有 （旧姓： ） ・ 無

栄養士免許証への通称名併
記の希望の有無 有 （通称名： ） ・ 無

高知県収入証紙貼り付け欄
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　別記第 4号様式を次のように改める。
第第４４号号様様式式（第３条関係）

年 月 日

高知県知事 様

申請者 郵便番号

住所

氏名
ふりがな

生年月日 年 月 日

電話番号

栄養士免許証再交付申請書

栄養士免許証の再交付を受けたいので、栄養士法施行令第６条第１項及び第４項の

規定に基づき次のとおり申請します。

本籍地都道府県名（国
籍）

栄養士名簿登録番号 第 号

栄養士名簿登録年月日 年 月 日

申請理由 破った ・ 汚した ・ 失った

申請理由の発生年月日 年 月 日

旧姓併記の希望の有無 有 （旧姓： ） ・ 無

通称名併記の希望の有
無 有 （通称名： ） ・ 無

高知県収入証紙貼り付け欄

注 １ 「申請理由」欄は、該当するものを○で囲んでください。

２ 栄養士免許証を破り、又は汚したときは、その栄養士免許証を添えてください。

３ 栄養士免許証の再交付を受けた後に失った栄養士免許証を発見したときは、その

発見した栄養士免許証を５日以内に返納してください。
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附　則

（施行期日）

1　この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

2 　この規則による改正前の高知県栄養士法施行細則別記様式

は、この規則による改正後の高知県栄養士法施行細則の規定に

かかわらず、残品の限度で使用することができる。

告 示

高知県告示第618号

公衆浴場入浴料金の統制額の指定等に関する省令（昭和32年厚

生省令第38号）第 2条の規定に基づき、公衆浴場（高知県公衆浴

場法施行条例（昭和25年高知県条例第34号）第 2条第 2項に規定

するその他の公衆浴場及び高知市公衆浴場における配置及び衛生

措置等の基準に関する条例（平成24年高知市条例第40号）第 2条

第 2項第 2号に規定するその他の公衆浴場を除く。）の入浴料金

の価格を次のとおり定め、令和 5年10月 1日から施行し、平成26

年11月高知県告示第628号（公衆浴場の入浴料金の価格の定め及

び告示の廃止）は、令和 5年 9月30日限り廃止する。

令和 5年 9月22日

高知県知事　濵田　省司

公衆浴場入浴料金の統制額

漁船損害等補償法（昭和27年法律第28号）第112条の 2 第 2 項

の規定による届出を審査した結果、次の加入区について同法第

112条第 1項の規定による同意があったと認めたので、同法第112

条の 2第 3項の規定により告示する。

令和 5年 9月22日

高知県知事　濵田　省司

興津加入区

高知県告示第621号

漁船損害等補償法（昭和27年法律第28号）第112条の 2 第 3 項

の規定により令和元年 9 月高知県告示第383号で告示した次の加

入区においては、同法第113条の 2 第 1 項第 1 号の規定により令

和 5年 9月21日をもって当該加入区の指定漁船を普通損害保険に

付すべき義務が消滅したので、同条第 2 項の規定により告示す

る。

令和 5年 9月22日

高知県知事　濵田　省司

興津加入区

高知県告示第622号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第 1 項の規定により、

道路の区域を次のとおり変更する。

その関係図面は、令和 5年 9月22日から 2週間高知県土木部道

路課及び高知県安芸土木事務所において一般の縦覧に供する。

令和 5年 9月22日

高知県知事　濵田　省司

1　道路の種類　県道

2　路　線　名　大久保伊尾木

3　道路の区域

高知県知事　濵田　省司

1　道路の種類　県道

2　路　線　名　大久保伊尾木

3　道路の区域

高知県告示第624号

　建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第 1 項第 4 号の規

定により、道路法（昭和27年法律第180号）による新設の事業計

画のある道路で、 2年以内にその事業が執行される予定のものと

して次のとおり指定する。

　　令和 5年 9月22日

高知県知事　濵田　省司

区分

12歳以上の者

6歳以上12歳未満の者

6歳未満の者

金額

450円

150円

60円

高知県告示第619号

漁業災害補償法（昭和39年法律第158号）第108条第 5項におい

て準用する同法第105条の 2 第 3 項の規定による届出を審査した

結果、次の区域及び区分について同届出に係る同意が同法第108

条第 2項に規定する要件に適合すると認めた。

令和 5年 9月22日

高知県知事　濵田　省司

区域及び区分

高知県漁業協同組合の地区のうち旧窪津漁業協同組合及び旧清

水漁業協同組合の地区

小型定置漁業のうち旧窪津漁業協同組合の地区の者が行う漁業

及び大型定置漁業

高知県告示第620号

区 　　　 　間
延　　　　長

（メートル）

敷地の幅員

（メートル）

変更前

後の別

安芸市入河内字西又

415番 2から

安芸市入河内字下西

ノ内338番 1まで

〜 114前

〜 114後

6.5

7.7

6.5

9.4

高知県告示第623号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第 2 項の規定により、

道路の供用を次のとおり開始する。

その関係図面は、令和 5年 9月22日から 2週間高知県土木部道

路課及び高知県安芸土木事務所において一般の縦覧に供する。

令和 5年 9月22日

供 用 開 始 区 間
延　　　　長

（メートル）
供用開始年月日

114
令和 5年 9月22

日

安芸市入河内字西又415番

2から

安芸市入河内字下西ノ内

338番 1まで

　起　　　点

南国市篠原字西

野寄629番 2 地

先

　終　　　点

南国市篠原字杉

添824番 1地先

幅　　　員

(メートル)

29.61

58.35

延　　　長

(メートル)

322.00

〜

高知県告示第625号

建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第 1 項第 5 号に規

定する道路として次のとおり指定する。

令和 5年 9月22日

高知県知事　濵田　省司

高知県告示第626号

高知県収入証紙条例施行規則（昭和39年高知県規則第28号）第

4条第 5項の規定により売りさばき所の所在地の変更について承

認したので、同条第 6項において読み替えて準用する同条第 4項

地　名

香美市土佐

山田町字長

谷川丸

地　番

146番 1

幅　　員

(メートル)

6.00

備　　考
延　　　長

(メートル)

35.81
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の規定により次のとおり告示する。

令和 5年 9月22日

高知県知事　濵田　省司

1　売りさばき人の主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者

の職名及び氏名

高知市南はりまや町一丁目 1番 1号

株式会社四国銀行

取締役頭取　小林　達司

2　売りさばき所の所在地及び名称

（変更前）　高知市鴨部二丁目19－ 8

株式会社四国銀行　朝倉南支店

（変更後）　高知市朝倉南町 7－13

株式会社四国銀行　朝倉南支店

3　変更承認年月日

令和 5年 9月 6日

選挙管理委員会告示

高知県選挙管理委員会告示第85号

平成18年 9月高知県選挙管理委員会告示第70号（公職選挙法の規定による個人演説会等を開催で

きる施設）の一部を次のように改正する。

令和 5年 9月12日（掲示済）

高知県選挙管理委員会委員長　土居　秀喜

表中

に改める。

〃

〃

〃

〃

「

「

を

」

」

オーテピア　研修室

オーテピア　研修室

集落活動センター梅の

木集会室（大）

集落活動センター梅の

木集会室（小）

〃

〃

高知市鏡梅ノ木1236番地 1

〃

〃

〃

令和 5年 9月12日

〃
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監 査 公 表

監査公表第10号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第 1 項及び第 4 項

の規定により実施した定期監査の結果に関する報告を同条第 9項

の規定により次のとおり公表する。

令和 5年 9月22日

高知県監査委員　加藤　　　漠

同　　　　　　　田中　　　徹

同　　　　　　　奥村　　陽子

同　　　　　　　五百藏　誠一

定期監査結果報告（令和 5年度第 2回）

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第 1 項及び第 4 項

の規定により、高知県監査委員監査基準（令和 2年高知県監査公

表第 7号）に準拠し監査を実施したので、定期監査の結果を下記

のとおり報告する。

記

第 1　監査の概要

1　監査の種類

地方自治法第199条第 1 項の規定による監査のうち同条第

4項の定期監査

2　監査の対象

監査対象機関225機関（出先機関121機関を含む。）のうち

本庁104機関（別表 1のとおり）

3　監査の着眼点（評価項目）

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令

に適合し、正確で、最少の経費で最大の効果を上げるように

し、その組織及び運営の合理化に努めているかとした。

4　監査の実施内容

令和 4年度の業務を対象とし、監査対象機関から提出され

た関係書類を照合するとともに、関係職員から説明を聴取す

る等の方法により、監査委員による監査及び事務局職員によ

る監査を実施した。

第 2　監査の結果

前記のとおり監査を実施した限り、重要な点において、監査

の対象となった事務が法令に適合し、正確に行われ、最少の経

費で最大の効果を上げるようにし、その組織及び運営の合理化

に努めていると認められた。

実施機関別に是正又は改善を要する事務として、指摘事項、

注意事項及び検討事項としたものは、別表 2のとおりであり、

事務区分別では、別表 3のとおりである。

なお、是正又は改善を要する事務のうち指摘事項及び検討事

項としたものは、次のとおりである。

1　指摘事項

( 1 )　子ども・福祉政策部地域福祉政策課

民生委員退任記念品の購入において、請書を徴してい

なかった。

これは、契約担当者は、契約書の作成を省略する場合

においても、契約の適正な履行を確保するため、請書そ

の他これに準ずる書面を徴するものとすると定めた高知

県契約規則（昭和39年高知県規則第12号）第38条第 2項

の規定に反する不適切な事務処理である。

再発防止に向け必要な措置を講じられたい。

( 2 )　中山間振興・交通部交通運輸政策課

令和 4年度広報推進事業委託業務（資材作成・広告費

用支払等業務）の一般競争入札不落後の随意契約におい

て、改めて予定価格調書を作成すべきところ、作成して

いなかった。

これは、契約担当者は、随意契約によろうとするとき

は、あらかじめ高知県契約規則第15条及び第16条の規定

に準じて予定価格を定めなければならないと定めた同規

則第31条の 3の規定に反する不適切な事務処理である。

再発防止に向け必要な措置を講じられたい。

( 3 )　水産振興部漁業管理課

しらすうなぎ漁獲用網漁具の購入において、請書を徴

していなかった。

これは、契約担当者は、契約書の作成を省略する場合

においても、契約の適正な履行を確保するため、請書そ

の他これに準ずる書面を徴するものとすると定めた高知

県契約規則第38条第 2項の規定に反する不適切な事務処

理である。

再発防止に向け必要な措置を講じられたい。

( 4 )　公営企業局県立病院課

令和 4年度給与計算（病院事業）電算処理委託契約書

において、仕様書を添付していなかった。

これは、契約書には、設計書、仕様書等のあるもの

は、これを添付しなければならないと定めた高知県公営

企業局契約規程（昭和41年高知県企業局管理規程第 5

号）第20条第 2項の規定に反する不適切な事務処理であ

る。

再発防止に向け必要な措置を講じられたい。

( 5 )　教育委員会事務局高等学校振興課

郵便切手類等出納簿に、休暇等で不在の職員の職員名

の記載及び受領印の押印を行っているものがあった。

これは、帳簿は、その原因の発生の都度直ちに整理す

ることと定めた高知県会計規則（平成 4年高知県規則第

2 号）第102条第 2 号の規定に反する不適切な事務処理

である。

再発防止に向け必要な措置を講じられたい。

2　検討事項

( 1 )　健康政策部薬務衛生課

服薬指導事業委託業務は、重複・多剤服薬の心配のあ

る被保険者に対して、薬剤師が訪問等による個別の服薬

指導等を行うことにより、適正な薬物治療の促進等を図

ることを目的としている。

しかし、個別の服薬指導の実績は極めて少ないことか

ら、効果的な事業の実施について検討を求める。

( 2 )　文化生活スポーツ部スポーツ課

内部統制に係る案件において、支出負担行為決議書を

作成せず契約を締結する、補助金の交付決定及び変更決

定を補助事業終了後に行う等の事務処理上の大きなミス
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が含まれているが、これらに係る再発防止策が十分に検

討されているとは言い難いことから、効果的な再発防止

策について更なる検討を求める。

( 3 )　林業振興・環境部木材産業振興課

木の香るまちづくり推進事業費補助金において、交付

決定前に補助事業に着手したことが判明したため、交付

申請の取下げとなった事例があったことから、効果的な

補助事業の進捗管理について検討を求める。

( 4 )　林業振興・環境部環境計画推進課

令和 4年度地球温暖化防止県民会議（県民部会）活動

推進事業委託業務において、契約金額より少ない収支報

告金額で検査合格としていた。

委託事業は実施されており、収支報告に記載されてい

ない経費があったことを事業者に確認しているとのこと

であるが、検査調書では確認することができないことか

ら、検査の方法等について検討を求める。

3　意見

今回監査を実施した本庁の104機関のうち65機関におい

て、是正又は改善を要する不適切な事務処理が101件認め

られた。これは、昨年度の約 2倍と増加している。

令和 4年度と比較して件数が減少したのは18機関、増加

したのは51機関で、増減がなかったのは 8機関であった。

また、 2年連続で適正に事務が行われていたのは27機関

となっている。

事務処理の誤りの多くは、担当者の会計事務に対する確

認不足及び知識不足と、決裁の過程で上司がその誤りを是

正することができていないことに起因している。

事務処理に当たっては、担当者はその根拠を自ら確認し

行うとともに、管理職員も十分に注意して決裁等の事務を

行われたい。

また、今回の本庁監査においては、経費支出伺に記載し

た支出見込額を超えて支出していた事例が多数見受けられ

た。これは、事務処理のチェック不足によるものである

が、全庁的な対策を求める。

さらに、本年度は、委員監査における監査・決算審査資

料の差替えが多数見られた。

今一度、所属におけるチェック体制の改善を求める。

秘書課 文化国際課

政策企画課 歴史文化財課

広報広聴課 県民生活課

法務文書課 私学・大学支援課

行政管理課 スポーツ課

人事課 文化生活スポーツ部　５課

職員厚生課

財政課 計画推進課

税務課 産学官民連携課

市町村振興課 地産地消・外商課

デジタル政策課 統計分析課

管財課 産業振興推進部　４課

総務部　12課

中山間地域対策課

危機管理・防災課 移住促進課

南海トラフ地震対策課 鳥獣対策課

消防政策課 交通運輸政策課

危機管理部　３課 中山間振興・交通部　４課

保健政策課 商工政策課

医療政策課 産業デジタル化推進課

在宅療養推進課 工業振興課

国民健康保険課 経営支援課

健康対策課 企業誘致課

薬務衛生課 雇用労働政策課

健康政策部　６課 商工労働部　６課

地域福祉政策課 観光政策課

長寿社会課 国際観光課

障害福祉課 地域観光課

障害保健支援課 観光振興部　３課

子育て支援課

子ども家庭課

福祉指導課

人権・男女共同参画課

子ども・福祉政策部　８課

子子どどもも・・福福祉祉政政策策部部 観観光光振振興興部部

知知
事事
部部
局局

知知
事事
部部
局局

産産業業振振興興推推進進部部

中中山山間間振振興興・・交交通通部部

危危機機管管理理部部

健健康康政政策策部部 商商工工労労働働部部

別別表表１１（監査対象機関）

機関名 機関名

総総務務部部 文文化化生生活活ススポポーーツツ部部
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（　）：指摘事項の件数で内数

検討 増減

秘書課

政策企画課

広報広聴課

法務文書課

行政管理課

人事課

職員厚生課

財政課

税務課

市町村振興課

デジタル政策課

管財課 △ 2

危機管理・防災課

南海トラフ地震対策課

消防政策課

保健政策課

医療政策課

在宅療養推進課

国民健康保険課 △ 1

健康対策課

薬務衛生課

地域福祉政策課

長寿社会課 △ 1

障害福祉課

障害保健支援課

子育て支援課

子ども家庭課 △ 1

福祉指導課 △ 1

人権・男女共同参画課

機関名

知知
事事
部部
局局

総総務務部部

危危機機管管理理部部

健健康康政政策策部部

子子どどもも・・福福祉祉政政策策部部

別別表表２２（実施機関別の指摘事項、注意事項及び検討事項）

事務区分 参考

共通 収入事務 支出事務 契約事務
補助金の交付
に関する事務

財産・物品
等管理事務

土木・建築工事
に関する事務 計 令和４年度農業政策課 建築課

農業担い手支援課 港湾振興課

協同組合指導課 港湾・海岸課

環境農業推進課 土木部　13課

農業イノベーション推進課

農産物マーケティング戦略課 会計管理課

畜産振興課 総務事務センター

農業基盤課 会計管理局　２課

農業振興部　８課

電気工水課

林業環境政策課 県立病院課

森づくり推進課 公営企業局　２課

木材増産推進課

木材産業振興課 教育政策課

治山林道課 教職員・福利課

環境計画推進課 学校安全対策課

自然共生課 幼保支援課

環境対策課 小中学校課

林業振興・環境部　８課 高等学校課

高等学校振興課

水産政策課 特別支援教育課

漁業管理課 生涯学習課

水産業振興課 保健体育課

漁港漁場課 人権教育・児童生徒課

水産振興部　４課 教育委員会事務局　11課

土木政策課 警察本部　１機関

技術管理課

用地対策課

河川課

防災砂防課

道路課 その他機関　４機関

都市計画課

公園下水道課

住宅課

建築指導課

労働委員会事務局

合計　104機関

公公
営営
企企
業業
局局

警警
察察
本本
部部

そそ
のの
他他
のの
機機
関関

教教
育育
委委
員員
会会

土土木木部部 警警察察本本部部

議会事務局

監査委員事務局

人事委員会事務局

会会計計管管理理局局

公公営営企企業業局局

林林業業振振興興・・環環境境部部

教教育育委委員員会会事事務務局局

水水産産振振興興部部

知知
事事
部部
局局

機関名 機関名

農農業業振振興興部部 土土木木部部知知
事事
部部
局局
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（　）：指摘事項の件数で内数

検討 増減
機関名

事務区分 参考

共通 収入事務 支出事務 契約事務
補助金の交付
に関する事務

財産・物品
等管理事務

土木・建築工事
に関する事務 計 令和４年度

林業環境政策課

森づくり推進課

木材増産推進課

木材産業振興課

治山林道課

環境計画推進課

自然共生課 △ 1

環境対策課

水産政策課

漁業管理課

水産業振興課

漁港漁場課

土木政策課

技術管理課

用地対策課

河川課 △ 1

防災砂防課 △ 1

道路課

都市計画課

公園下水道課

住宅課

建築指導課

建築課

港湾振興課 △ 2

港湾・海岸課

会計管理課

総務事務センター

知知
事事
部部
局局

林林業業振振興興・・環環境境部部

水水産産振振興興部部

土土木木部部

会会計計管管理理局局

（　）：指摘事項の件数で内数

検討 増減
機関名

事務区分 参考

共通 収入事務 支出事務 契約事務
補助金の交付
に関する事務

財産・物品
等管理事務

土木・建築工事
に関する事務 計 令和４年度

文化国際課

歴史文化財課 △ 1

県民生活課

私学・大学支援課

スポーツ課

計画推進課

産学官民連携課

地産地消・外商課

統計分析課 △ 2

中山間地域対策課

移住促進課

鳥獣対策課

交通運輸政策課

△△  11

商工政策課

産業デジタル化推進課 △ 2

工業振興課

経営支援課 △ 2

企業誘致課

雇用労働政策課

観光政策課

国際観光課

地域観光課 △ 1

農業政策課

農業担い手支援課

協同組合指導課

環境農業推進課 △ 1

農業イノベーション推進課

農産物マーケティング戦略課

畜産振興課

農業基盤課

知知
事事
部部
局局

産産業業振振興興推推進進部部

中中山山間間振振興興・・交交通通部部

商商工工労労働働部部

観観光光振振興興部部

農農業業振振興興部部

文文化化生生活活ススポポーーツツ部部
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　補助金の交付に関する事務

　契約事務

備考　各事務区分の割合は、小数点以下第２位を四捨五入している。

事務区分 主な事例 

　共通

　収入事務

　支出事務

　104機関のうち65機関

参考（令和４年度） ――    

計計

・物品管理システムへの登録漏れ　等

　土木・建築工事に関する事務

　財産・物品等管理事務

・予定価格調書の作成漏れ

・契約保証金の徴収漏れ　等

・交付要綱で定めた書類の受領漏れ

・進捗管理についての検討

・郵便切手類等出納簿への誤記載

・会計年度任用職員の時間外手当の過払い

・支出負担行為決議書の遡及

・通勤手当の過払い　等

・請書の徴取漏れ

・仕様書の添付漏れ

・書面での意思決定漏れ

・合議漏れ　等

・収入調定の遅延

・使用料の算定誤り　等

・経費支出伺（変更）の作成漏れ

件数 件数 件数 件数 割合(％)

別別表表３３（事務区分別の指摘事項、注意事項及び検討事項）

指摘事項 注意事項 検討事項 合計

（　）：指摘事項の件数で内数

検討 増減
機関名

事務区分 参考

共通 収入事務 支出事務 契約事務
補助金の交付
に関する事務

財産・物品
等管理事務

土木・建築工事
に関する事務 計 令和４年度

電気工水課

県立病院課 △ 1

教育政策課 △ 1

教職員・福利課

学校安全対策課

幼保支援課

小中学校課

高等学校課

高等学校振興課

特別支援教育課

生涯学習課

保健体育課

人権教育・児童生徒課

警警
察察
本本
部部

警察本部 △△  11

議会事務局

監査委員事務局

人事委員会事務局

労働委員会事務局

教教育育委委員員会会事事務務局局

計計

公公
営営
企企
業業
局局

そそ
のの
他他
のの
機機
関関

教教
育育
委委
員員
会会

公公営営企企業業局局
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